
【表紙】 

【提出書類】 半期報告書 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成17年12月22日 

【中間会計期間】 第110期中（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

【会社名】 株式会社栗本鐵工所 

【英訳名】 Kurimoto, Ltd. 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  横内 誠三 

【本店の所在の場所】 大阪市西区北堀江一丁目12番19号 

【電話番号】 大阪6538局7724 

【事務連絡者氏名】 コーポレートセンター 経理ユニット長 小島 眞也 

【最寄りの連絡場所】 東京都港区新橋四丁目１番９号 

（株式会社 栗本鐵工所 東京支社） 

【電話番号】 東京3436局8001 

【事務連絡者氏名】 総務部長  佐藤 容啓 

【縦覧に供する場所】 株式会社栗本鐵工所東京支社 

（東京都港区新橋四丁目１番９号） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

株式会社大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号） 



第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

回次 

  
第108期中 第109期中 第110期中 第108期 第109期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 百万円 61,414 68,081 66,188 169,344 169,091 

経常利益又は 

経常損失（△） 
百万円 △4,651 △3,353 △4,266 778 1,301 

当期純利益又は 

中間(当期)純損失（△） 
百万円 △17,077 △865 △2,994 △11,840 1,013 

純資産額 百万円 79,407 83,572 87,426 85,572 88,114 

総資産額 百万円 225,884 203,790 210,213 214,966 216,638 

１株当たり純資産額 円 622.36 659.41 679.63 675.05 684.94 

１株当たり当期純利益又は 

中間(当期)純損失(△)金額 
円 △132.52 △6.83 △23.28 △92.52 7.95 

潜在株式調整後１株当たり

中間(当期)純利益金額 
円 ― ― ― ― ― 

自己資本比率 ％ 35.2 41.0 41.6 39.8 40.7 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円 △4,606 △984 △7,226 13,287 △264 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円 △1,053 △3,628 △77 3,004 △3,598 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円 6,889 △693 2,318 △15,566 △217 

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高 
百万円 26,477 21,348 17,589 25,978 22,574 

従業員数 名 2,763 2,807 2,761 2,674 2,796 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 個別ベースの１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額又は中間純損失金額及び潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）純利益金額については、中間連結財務諸表を作成しているため記載していない。 

３ 第108期中間期及び第109期中間期の連結ベースの潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、１

株当たり中間純損失金額を計上しているため記載していない。 

４ 第110期中間期の連結ベースの潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式がないため

記載していない。 

５ 第108期の連結ベースの潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失金額

を計上しているため記載していない。 

６ 第109期の連結ベースの潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載し

ていない。 

回次 第108期中 第109期中 第110期中 第108期 第109期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 百万円 28,845 32,353 33,890 85,023 86,639 

経常利益又は 

経常損失（△） 
百万円 △2,326 △2,198 △3,221 1,033 908 

当期純利益又は 

中間純損失（△） 
百万円 △1,279 △23 △2,129 896 1,481 

資本金 百万円 31,186 31,186 31,186 31,186 31,186 

発行済株式総数 千株 133,984 133,984 133,984 133,984 133,984 

純資産額 百万円 92,877 95,309 99,431 96,551 99,292 

総資産額 百万円 151,914 151,973 159,166 160,459 161,668 

１株当たり中間（年間） 

配当額 
円 2.00 2.00 2.00 4.00 4.00 

自己資本比率 ％ 61.1 62.7 62.5 60.2 61.4 

従業員数 名 1,754 1,740 1,731 1,745 1,712 



２【事業の内容】 

 当社のグループは、当社、子会社30社及び関連会社５社で構成され、鉄鋼・鋳鋼関連事業、鋼製構造物・機械関連

事業、建築及び建築関連事業、その他事業の製品の製造販売を主な内容として事業活動を展開している。 

 当グループの事業に係わる位置づけは次の通りである。 

鉄鋼・鋳鋼関連事業……………当社が製造販売する他、一部については、連結子会社ヤマトガワ㈱、非連結子会

社三興機鋼㈱、佐藤機材㈱及び関連会社北海道管材㈱を代理店として販売してい

る。又、工事関係については、連結子会社栗本バルブエンジニアリング㈱及びピ

ー・エス・ティー㈱に委託している。 

鋼製構造物・機械関連事業……当社が製造販売する他、一部については連結子会社クリモトメック㈱が販売して

いる。又、工事関係については、連結子会社栗鉄工事㈱及びクリモト・メンテナ

ンス㈱に委託している。 

建築及び建築関連事業…………当社が関連製品を製造販売する他、建築関係については、連結子会社栗本建設工

業㈱が設計・施工を行っている。 

その他事業………………………連結子会社栗本化成工業㈱が製造販売する他、非連結子会社栗本コンクリート工

業㈱が製造し当社が仕入れて販売している。 

 当グループの製品の一部は、連結子会社栗本商事㈱を通じて販売されている。 



 事業の系統図は次の通りである。 



３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となった。 

４【従業員の状況】 

 （注）１ 従業員数は就業人員数である。 

２ 人員には嘱託、雇員を含んでいない。 

 （注）１ 従業員数は就業人員数である。 

２ 人員には嘱託、雇員を含んでいない。 

(3）労働組合の状況 

労使組合との間に特記すべき事項はない。 

名称 住所 
資本金 
（USドル） 

主要な事業内容 
議決権の所有割
合（％） 

関係内容 

（非連結子会社）           

寧波東光五金有限公司 中国浙工省寧波市 8,400,000 鉄鋼・鋳鋼関連事業 40.48 
バルブ類製造 

 役員の兼任なし 

 (1）連結会社の状況 平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

鉄鋼・鋳鋼関連事業 1,057   

鋼製構造物・機械関連事業 795   

建築及び建築関連事業 592   

その他事業 120   

全社（共通） 197   

合計 2,761   

(2）提出会社の状況  平成17年９月30日現在

従業員数（名） 1,731 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、好調な企業収益に支えられた設備投資の拡大及び雇用環境の改善によ

る個人消費の回復基調傾向にあるなかで、踊り場脱却に向けた明るい兆しが見受けられる。 

 しかしながら、原油をはじめとする原材料価格の上昇が企業収益の圧迫要因として残されており依然として留意す

べき情勢が続いている。 

 このような状況のもとで、当社グループは経営改革の推進をはかるとともに、民需拡大の加速化と積極的な海外展

開ならびに業績回復諸施策を推進し、収益の確保につとめているが大変厳しい状況である。 

 受注面では公共事業予算縮減などの環境に加えて独占禁止法違反事件による指名停止により鋼製構造物・機械関連

事業をはじめとする公共事業部門で減少となった。 

 売上面では鋼製構造物・機械関連事業で増加したものの、鉄鋼・鋳鋼関連事業、建築及び建築関連事業については

減少となった。 

 この結果、期間受注高は698億円（前年同期比15.4％減）、 売上高は661億円（前年同期比2.8％減）、受注残高は

951億円(前年同期比9.8％減）となった。 

 損益面では原材料価格の高騰に対し、グループを挙げてのコスト削減に取り組んだが、減収等の影響もあり経常損

失は42億円（前年同期実績33億円の損失）、当期純損失は29億円（同8億円の損失）となった。 

 セグメント事業別では鉄鋼・鋳鋼関連事業は、売上高194億円（前年同期比11.2％減）、営業損失1億円、鋼製構造

物・機械関連事業は、 売上高173億円（前年同期比14.6％増）、営業損失35億円、建築及び建築関連事業は、売上高

265億円（前年同期比6.4％減）、営業損失2億円、その他事業は、売上高27億円（前年同期比6.2％増）、営業損失1

億円となった。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物は、短期借入金の純増加、土地の売却等の収入があ

ったものの、長期借入金の返済等の支出があり、 前連結会計期間と比べ4,984百万円減少し、当中間連結会計期間末

には17,589百万円となった。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローについては税金等調整前中間純損失 4,284百万円

に減価償却費、減損損失等の非資金項目と売上債権を中心とする流動資産、仕入債務を中心とする流動負債等の増減

を加味した結果、7,226百万円の支出となった。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローについては土地の売却等により 1,519百万円の収

入、関係会社への増資の引き受けによる630百万円の支出があり、77百万円の支出となった。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローについては短期借入金純増加額 5,218百万円に対し

て長期借入金2,564百万円の減少により、2,318百万円の収入となった。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通りである。 

 （注）１ セグメント間の取引については相殺消去している。 

２ 金額は、売価換算額による。 

３ 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

(2）受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通りである。 

 （注）１ セグメント間の取引については相殺消去している。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

(3）販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通りである。 

 （注）１ セグメント間の取引については相殺消去している。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

鉄鋼・鋳鋼関連事業 20,503 0.1 

鋼製構造物・機械関連事業 14,283 △14.2 

建築及び建築関連事業 26,772 9.1 

その他事業 2,129 7.2 

合計 63,689 0.0 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高(百万円) 前年同期比（％）

鉄鋼・鋳鋼関連事業 19,990 △12.3 10,562 △12.5 

鋼製構造物・機械関連事業 15,112 △37.1 39,064 △15.1 

建築及び建築関連事業 31,303 △3.9 44,346 △4.0 

その他事業 3,398 9.9 1,203 △4.4 

合計 69,805 △15.4 95,177 △9.8 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円) 前年同期比（％） 

鉄鋼・鋳鋼関連事業 19,475 △11.2 

鋼製構造物・機械関連事業 17,363 14.6 

建築及び建築関連事業 26,587 △6.4 

その他事業 2,760 6.2 

合計 66,188 △2.8 



３【対処すべき課題】 

 公共事業の縮減や、地方行政の抑制など、公共事業へのウェイトが高い当社グループを取り巻く環境は、今後も依然

として厳しい状況が続いている。 

 この様な状況下にあって当社グループは、経営基本戦略に基づいたグループ全体で２０１０年に２０００億企業を目

指す「ビジョンＮＥＸＴ１００」の実現へ向けて中期経営計画を誠意遂行している。 

 鉄管部門、ならびに鉄構部門は、更なる生産性向上、利益改善に挑戦し、環境・建材・機械・バルブの４部門につい

ては、技術革新と顧客へのソリューション提案で、民需の拡大を目指している。 

 中期経営計画に基づく具体策としては、特に、平成16年10月、ナノ・材料研究所設立により、ナノテク分野における

研究を推進し、新素材及び新複合素材の早期開発を成し遂げること、また、燃料電池やバイオマスなどの環境・エネル

ギー関連技術を開発・充実することを推進し、技術立社、ものづくりの新しいクリモト、新生クリモト（変わり続け、

挑み続ける「クリモト」）として利益体質の確立につとめている。 

 海外戦略としては、環境・バルブ部門の中国における生産拠点の強化、産業機械部門をメインとした中国市場の開

拓、ならびに鉄道用ブレーキディスクのヨーロッパ市場開拓を進めている。また、北米においても新たな市場開拓を目

指し、海外拠点の更なる充実を図っている。 

 また、当社の橋梁部門の営業活動の一部について、公正取引委員会から独占禁止法に違反するとして、平成17年５月

に刑事告発が行われ、同年６月に当社及び当社従業員１名が東京高等裁判所に起訴され、９月には排除勧告を受け応諾

した。 

 この事実を厳粛に受けとめ、再発防止をはかるとともに、一層の企業倫理の確立と業務執行の厳正を期し、全力を挙

げて信用回復につとめる。 

 なお、係る事態による業績への影響を最小限に抑えるべく「新生クリモト経営改革計画」を新たに策定するとともに

ＣＳＲ推進室を新設し、特にコンプライアンス体制の強化につとめていく。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はない。 

５【研究開発活動】 

 当社グループは有用な製品とサービスを社会に提供して、人類社会の幸福の実現に貢献するという企業理念のもと

に、鋭意、技術開発ならびに研究開発活動につとめている。世界的社会ニーズの中から、当社の企業集団の総合能力に

適合し、開発可能と予測される新製品・新技術等長期的成長の基盤となる基礎研究は開発部門が担当し、現有技術の延

長線上にある製品・技術等の開発は各セグメントで行うという体制で各々研究に取り組んでいる。 

 当中間連結会計期間の研究費の総額は629百万円であり、セグメント別の研究開発費は、鉄鋼・鋳鋼関連事業191百万

円、鋼製構造物・機械関連事業77百万円、建築及び建築関連事業27百万円、その他事業2百万円である。主な研究概要

とその成果については次の通りである。なお、研究開発費については、開発部門で行っている各事業部門に配分できな

い基礎研究費用330百万円が含まれている。 

 以下の内容は、全社研究開発部門である技術開発本部が取り組んでいる主なテーマである。 

(1)ナノ・材料関連 

 ホソカワミクロン株式会社との業務・資本提携を受け、昨年の10月に「ナノ・材料研究所」を設立し、さらに今

年の４月に大阪大学接合科学研究所の内藤牧男教授を所長として迎え入れ、本格的な研究活動を開始した。 

 アークプラズマの利用により、ナノ粒子を発生する金属超微粒子装置を導入し、マクロの世界では体現しない電

磁気的、光学的、化学的に高い機能を発現するナノ粒子の製造とそのシステム開発を進めている。 

金属を主体とするナノ粒子や新機能を発現させる複合材料を作製するとともに、ナノ構造を制御する革新的製造プ

ロセス及び超微細化技術の研究開発を行い、高付加価値商品の創製及び当社が従来保有している鉄鋼材料等の飛躍

的な特性向上を目指すことにより、お客様のニーズに合致した新規の市場開拓を目指している。 

(2)環境・エネルギー関連 

①「木質系バイオマスガス化小規模分散型発電システム」の開発 

 持続的に利用可能な自然エネルギーであるバイオマスエネルギーのうち、特に木質系バイオマスは膨大な賦存量

があり、再生時に大気中の二酸化炭素を吸収固定するため、大気中の二酸化炭素を増加させないクリーンなエネル

ギーである。 

 しかし、木質系バイオマスは広く薄く分散して存在しているため、その有効利用を図るためには、その集積量に

見合った小規模で、しかも経済的に優位性のある高効率なエネルギー転換技術の開発・普及が不可欠である。 

 現在開発中の当該システムは、当社独自の減容前処理システムと高効率ガス化炉を組み込むことにより、80％を

超える高ガス化効率、タール排出量の抑制、各種バイオマスへの対応を実現可能にした。 

今後はさらなる高性能化と低コスト化を図り、各方面に積極的に提案していく予定である。 



②「燃料電池システム」の開発 

 一昨年の６月に台湾のベンチャー企業ＡＰＦＣＴ社と固体高分子形燃料電池システムの技術供与に関する提携を

結び、日本で初めて電動車いすや電動カートなど燃料電池を搭載した小型移動体の開発を行ってきた。一昨年10月

にはニッケル水素電池とのハイブリッドシステムを搭載した試作品を完成させ、さらに当社独自にリチウムイオン

電池と燃料電池のハイブリッドシステムを搭載した新型車いすも開発、この車いすの重量は60kgで、先の試作品に

比べ25%の重量低減を達成、10時間の連続走行が可能となった。本年11月には新型の電動カートも開発し、FC EXPO

セミナーin大阪にて発表した。 

 これと並行して、燃料電池を構成するセバレータに関して、カーボン製に替わる金属セパレータの開発も独立行

政法人産業技術総合研究所、龍谷大学のご協力をいただきながら進めているところである。完成すれば、燃料電池

の体積が 1/3程度になり、小型、低コスト化が実現する。さらなる耐久性向上のため、ホソカワミクロン株式会社

との提携によるナノ加工技術の導入も進めている。 

 いずれにおいても実用化へのスピードと安全性、耐久性、コストなど意識して、来るべき「水素社会」及び「高

齢化社会」を見据えたビジネス展開を視野に入れている。 

③「トランスヒートコンテナ」の実用化 

 一昨年の11月にドイツのベンチャー企業プロマコ社から導入した「低温廃熱を利用した潜熱蓄熱搬送システム

（トランスヒートコンテナ）」をベースに、日本の法規制、エネルギー事情、インフラ事情等に適応した独自のシ

ステムを開発している。 

 平成16年度から３年間の予定で、環境省の「地球温暖化対策技術開発事業」に採択され、三洋電機株式会社東京

製作所内及び周辺の熱利用先との間で、アジアで初めての実証実験を行っている。この実証実験を通じて、高温・

高密度蓄熱材の開発、コンテナ・車両の小型化、廃熱活用型吸収式冷凍機の開発等を実施するとともに、実証実験

で得られたノウハウをベースに、未利用エネルギーの有効利用、大幅な省エネルギー及び二酸化炭素削減を達成で

きる有効なツールとして、全国の自治体あるいは製鉄所、電力会社などへ積極的に提案、早期の実用化・事業化を

目指している。 

(3)水・バイオ関連 

「微生物利用技術」の開発 

 微生物利用技術を今後のコア技術とすべく、立命館大学との共同研究により集中的に研究開発を進めている。微

生物を利用した堆肥化等では、処理過程の微生物挙動が解明されておらずブラックボックスとなっている。大学で

の研究実績をもとに解明を行い、当社独自の最適処理システムを完成させる。 

 「発酵乾燥処理システムの開発（短期テーマ）」は、農協で発生する余剰農作物（傷物、規格外等）を対象とし

た開発を進め、その後、食品工場廃棄物へと展開していく。 

 一方、「高付加価値物質の製造（中期テーマ）」は、余剰水産資源（タンパク資源）を微生物により分解し、バ

イオマスペプチドを生産する予定である。 

(4)事業部との連携 

 技術開発本部主導で進めている上記テーマ以外に、既存事業部と連携して取り組んでいるテーマとして、鉛フリ

ー銅合金の開発、マグネシウム合金の開発、制振材の開発なども積極的に推進している。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、当社は旧埼玉工場を売却した。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変更

はない。 

 また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はない。 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数 
（人） 建物及び構

築物 
機械装置及
び運搬具 

土地 
(面積㎡) 

その他 合計 

 当社 

旧埼玉工場 

（埼玉県児玉

郡上里町） 

全社  ─ 1,118 196 
378 

(91,180)
21 1,715 ─ 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めている。 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

 （注） １ 当社は自己株式5,346千株を保有しているが、上記の大株主には含めていない。 

２ みずほ信託銀行株式会社の所有株式数6,101千株は、全て実質所有株式数であり、信託業務に係る株式数

はない。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 393,766,000 

計 393,766,000 

種類 
中間会計期間末現在 
発行数(株) 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数(株)
（平成17年12月22日）

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 133,984,908 133,984,908 

東京証券取引所 

大阪証券取引所 

各市場第一部 

完全議決権株式であり、権利

内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式 

計 133,984,908 133,984,908 ― ― 

年月日 
発行済株式総数

増減数(株) 

発行済株式総数

残高(株) 

資本金増減額

（千円） 

資本金残高 

（千円） 

資本準備金増減額

（千円） 

資本準備金残高

(千円) 

平成17年４月１日～ 

平成17年９月30日 
－ 133,984,908 － 31,186,098 － 28,743,689 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

太陽生命保険株式会社 東京都中央区日本橋２丁目11番２号 12,090 9.02 

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 9,529 7.11 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 8,483 6.33 

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１丁目２番１号 6,101 4.55 

日本マスタートラスト信託銀行 

株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 6,042 4.51 

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２番１号 4,440 3.31 

富士火災海上保険株式会社 大阪市中央区南船場１丁目18番11号 3,817 2.85 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 3,627 2.71 

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 3,623 2.70 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号  2,501 1.87 

計 ― 60,254 44.97 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１ 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が18,000株含まれている。 

また、「議決権の数」欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数18個が含まれている。 

２ 単元未満株式数には当社所有の自己株式959株が含まれている。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 株価は東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて役員の異動はない。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   5,346,000 ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 128,246,000 128,246 ― 

単元未満株式 普通株式     392,908 ― 一単元（1,000株）未満の株式 

発行済株式総数 133,984,908 ― ― 

総株主の議決権 ― 128,228 ― 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

(自己保有株式) 

株式会社栗本鐵工所 

大阪市西区北堀江 

一丁目12番19号 
5,346,000 ― 5,346,000 3.99 

計 ― 5,346,000 ― 5,346,000 3.99 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 362 355 336 325 326 344 

最低（円） 319 292 298 305 301 303 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）は、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３項のただし書

きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）は、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３項のただし書きに

より、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成している。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で）及び当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに第109期中間

会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び第110期中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで）の中間財務諸表について、ナニワ監査法人により中間監査を受けている。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1)【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１ 現金及び預金 ※２   22,589     18,429     23,814   

２ 受取手形及び売掛金 ※２   36,170     47,925     56,269   

３ 有価証券     495     315     418   

４ たな卸資産 ※２   41,056     38,703     34,570   

５ 繰延税金資産     779     1,342     1,177   

６ その他     10,376     8,439     7,690   

７ 貸倒引当金     △707     △800     △903   

流動資産合計     110,761 54.4   114,355 54.4   123,037 56.8

Ⅱ 固定資産                     

１ 有形固定資産 ※２                   

(1) 建物及び構築物   30,817     29,345     31,649     

減価償却累計額   18,264 12,552   17,906 11,439   18,837 12,811   

(2) 機械装置及び運搬具   52,954     51,819     52,913     

減価償却累計額   43,225 9,728   42,851 8,967   43,464 9,448   

(3) 工具器具及び備品   10,347     10,116     10,228     

減価償却累計額   9,225 1,122   9,033 1,082   9,161 1,066   

(4) 土地     30,552     29,660     30,752   

(5) 建設仮勘定     408    740    422  

有形固定資産合計     54,365    51,890    54,502  

２ 無形固定資産                     

(1) 連結調整勘定     371     285     360   

(2) その他     353     353     334   

無形固定資産合計     724     638     695   

３ 投資その他の資産                     

(1) 投資有価証券     27,404     36,154     30,858   

(2) 繰延税金資産     6,723     3,437     4,005   

(3) その他     7,173     6,876     6,791   

貸倒引当金     △3,423     △3,168     △3,300   

投資その他の資産合計     37,877     43,299     38,353   

固定資産合計     92,967 45.6   95,828 45.6   93,551 43.2

Ⅲ 繰延資産                     

１ 新株発行費     41     23     31   

２ 開発費     20     5     17   

繰延資産合計     61 0.0   28 0.0   49 0.0

資産合計     203,790 100.0   210,213 100.0   216,638 100.0

                      

 



    
前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１ 支払手形及び買掛金     43,119     43,301     52,657   

２ 短期借入金 ※２   28,018     39,164     34,363   

３ １年以内償還予定社債 ※２   5,298     475     150   

４ 未払法人税等     177     199     425   

５ 未払費用     1,651     1,914     2,434   

６ 前受金     15,163     13,691     10,812   

７ 引当金                     

  賞与引当金   1,462     1,573     1,436     

  その他引当金    ― 1,462   260 1,833   ― 1,436   

８ 設備支払手形     176     437     683   

９ その他     2,938     3,083     4,019   

流動負債合計     98,004 48.1   104,100 49.5   106,982 49.4 

Ⅱ 固定負債                     

１ 社債 ※２   1,925     1,450     1,850   

２ 長期借入金 ※２   12,507     9,525     11,672   

３ 引当金                     

退職給付引当金   5,909     6,056     6,062     

役員退職慰労引当金   205     ―     235     

その他引当金   ― 6,115   18 6,075   ― 6,297   

４ その他     75     72     71   

固定負債合計     20,622 10.1   17,123 8.2   19,891 9.2

負債合計     118,627 58.2   121,223 57.7   126,874 58.6

(少数株主持分)                     

少数株主持分     1,591 0.8   1,563 0.7   1,648 0.7

（資本の部）                     

Ⅰ 資本金     31,186 15.3   31,186 14.9   31,186 14.4

Ⅱ 資本剰余金     28,743 14.1   28,861 13.7   28,861 13.3

Ⅲ 利益剰余金     20,886 10.3   19,260 9.2   22,512 10.4

Ⅳ その他有価証券評価差
額金 

    4,092 2.0   9,105 4.3   6,538 3.0

Ⅴ 自己株式     △1,336 △0.7   △986 △0.5   △983 △0.4

資本合計     83,572 41.0   87,426 41.6   88,114 40.7

負債、少数株主持分及
び資本合計 

    203,790 100.0   210,213 100.0   216,638 100.0

                      



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間  

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     68,081 100.0   66,188 100.0   169,091 100.0

Ⅱ 売上原価     58,484 85.9   58,362 88.2   141,890 83.9

売上総利益     9,596 14.1   7,825 11.8   27,200 16.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１                   

１ 販売費   8,917     8,367     17,475     

２ 一般管理費   3,785 12,702 18.7 3,610 11,978 18.1 7,911 25,387 15.0

営業利益     ― ―   ― ―   1,813 1.1

営業損失     3,106 4.6   4,153 6.3   ― ―

Ⅳ 営業外収益                     

１ 受取利息   95     72     191     

２ 受取配当金   213     243     525     

３ 有価証券売却益   21     4     ―     

４ 不動産賃貸料収入   105     89     217     

５ 雑収入   272 709 1.0 241 651 1.0 439 1,374 0.8

Ⅴ 営業外費用                     

１ 支払利息   349     237     659     

２ 財産廃却損   48     67     110     

３ 雑損失   558 956 1.3 460 764 1.1 1,115 1,886 1.1

経常利益     ― ―   ― ―   1,301 0.8

経常損失     3,353 4.9   4,266 6.4   ― ―

Ⅵ 特別利益                     

１ 前期損益修正益   212     157     42     

２ 土地売却益   441     1,417     475     

３ 投資有価証券売却益   212     575     270     

４ 退職給付信託設定益   1,556     ―     1,556     

５ その他   8 2,431 3.5 ― 2,150 3.2 34 2,377 1.4

Ⅶ 特別損失                     

１ 減損損失  ※３ ―     715     ―     

２ 固定資産処分損    ―     1,307     ―     

３ 求償債権処理損失   ―     ―     841     

４ 事業再編損失   ―     ―     536     

５ 投資有価証券等評価損   66     ―     ―     

６ 土地売却損   99     ―     ―     

７ 過年度工事損失   94     ―     ―     

８ 賞与に係る社会保険料   164     ―     ―     

９ その他   191 616 0.9 146 2,169 3.3 909 2,287 1.4

税金等調整前当期純利益     ― ―   ― ―   1,391 0.8

税金等調整前中間純損失     1,538 2.3   4,284 6.5   ― ―

法人税、住民税及び事業税 ※２ △169     △1,116     320     

法人税等調整額   △459 △629 △0.9 △167 △1,284 △2.0 46 367 0.2

少数株主利益 
(又は少数株主損失) 

    △42 △0.1   △5 △0.0   10 0.0

当期純利益     ― ―   ― ―   1,013 0.6

中間純損失     865 1.3   2,994 4.5   ― ―

          



③【中間連結剰余金計算書】 

    
前中間連結会計期間  

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間  
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     28,743 28,861   28,743

Ⅱ 資本剰余金増加高       

自己株式処分差益   ― ― ― ― 117 117

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

    28,743 28,861   28,861

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     21,989 22,512   21,989

Ⅱ 利益剰余金増加高       

１ 当期純利益   ― ― 1,013 

２ 連結子会社増加によ
る増加高 

  99 99 ― ― 99 1,113

Ⅲ 利益剰余金減少高       

１ 中間純損失   865 2,994 ― 

２ 配当金   253 257 506 

３ 連結子会社における
合併に伴う減少高 

  83 1,202 ― 3,252 83 590

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

    20,886 19,260   22,512

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    

  
前中間連結会計期間 

   
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

  
当中間連結会計期間 

  
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の要
約連結キャッシュ・
フロー計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

１ 税金等調整前中間純損失   1,538 4,284 ―

２ 税金等調整前当期純利益   ― ― 1,391

３ 減価償却費   1,245 1,136 2,783

４ 減損損失    ― 715 ―

５ 売上債権の増加(△)・減少額   21,709 11,282 △2,669

６ 仕入債務の増加・減少(△)額   △14,282 △9,412 △4,627

７ たな卸資産の増加(△)・減少額   △3,324 △4,133 3,330

８ 受取利息及び配当金   △309 △315 △716

９ 支払利息   349 237 659

10 有価証券売却損益   △234 △579 △314

11 有価証券等評価損益   104 52 138

12 有形固定資産売却損益   △274 △833 △301

13 有形固定資産除却損    ― 792 ―

14 退職給付信託設定益   △1,556 ― △1,556

15 貸倒引当金の増加・減少(△)額   △76 △235 △3

16 退職給付引当金の増加・減少(△)額   △102 △5 49

17 その他資産の増加(△)・減少額   △458 △514 2,244

18 その他負債の増加・減少(△)額   △1,826 △1,254 △99

小計   △574 △7,352 308

19 利息及び配当金の受取額   397 510 583

20 利息の支払額   △347 △230 △659

21 法人税等の支払額   △460 △154 △497

営業活動によるキャッシュ・フロー   △984 △7,226 △264

 



    

  
前中間連結会計期間 

   
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

  
当中間連結会計期間 

  
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の要
約連結キャッシュ・
フロー計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

１ 定期預金の増加(△)・減少額   △1,050 400 △1,050

２ 有価証券の取得による支出   △2,986 △643 △3,410

３ 有価証券の売却による収入   812 977 1,832

４ 有形・無形固定資産の取得による
支出 

  △976 △1,701 △1,817

５ 有形・無形固定資産の売却による
収入 

  513 1,519 767

６ 関係会社株式の取得による支出    ― △630 △51

７ 貸付による支出   △793 △694 △1,517

８ 貸付金の回収による収入   615 727 1,496

９ 出資による支出    ― △211 △162

10 その他固定資産の増加額   △127 △537 △478

11 その他固定資産の減少額   364 715 794

投資活動によるキャッシュ・フロー   △3,628 △77 △3,598

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

１ 短期借入金の純増減額   2,491 5,218 10,135

２ 長期借入れによる収入   ― ― 1,600

３ 長期借入金の返済による支出   △4,346 △2,564 △8,110

４ 配当金の支払額   △253 △257 △507

５ 自己株式取得による支出   △1 △2 △5

６ 自己株式売却による収入   ― ― 474

７ 普通社債の償還による支出   △75 △75 △150

８ 優先株式の発行による収入   1,492 ― 1,492

９ 転換社債償還による支出    ― ― △5,148

財務活動によるキャッシュ・フロー   △693 2,318 △217

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   1 0 1

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   △5,304 △4,984 △4,078

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   25,978 22,574 25,978

Ⅶ 新規連結及び合併に伴う現金及び現
金同等物の増加額 

  674 ― 674

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高 

  21,348 17,589 22,574

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数 13社 

栗本商事㈱ 

栗本化成工業㈱ 

栗鉄工事㈱ 

クリモト・メンテナンス㈱ 

栗本バルブエンジニアリング㈱ 

クリモト・トレーディング㈱ 

ピー・エス・ティ㈱ 

栗本物流㈱ 

クリモトメック㈱ 

クリモトファイナンス㈱ 

栗本建設工業㈱ 

㈱佐世保メタル 

ヤマトガワ㈱ 

なお、㈱佐世保メタルについて

は、重要性が増加したことか

ら、当中間連結会計期間から連

結子会社に含めることとした。 

また、当中間連結会計期間にお

いてヤマトガワ㈱は当社持分が

増加し子会社となったため連結

子会社とした。 

当中間連結会計期間において連

結子会社である栗本商事㈱は、

非連結子会社の㈱ケィ・テック

を吸収合併した。 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数 13社 

栗本商事㈱ 

栗本化成工業㈱ 

栗鉄工事㈱ 

クリモト・メンテナンス㈱ 

栗本バルブエンジニアリング㈱ 

クリモト・トレーディング㈱ 

ピー・エス・ティ㈱ 

栗本物流㈱ 

クリモトメック㈱ 

クリモトファイナンス㈱ 

栗本建設工業㈱ 

㈱佐世保メタル 

ヤマトガワ㈱ 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数 13社 

栗本商事㈱ 

栗本化成工業㈱ 

栗鉄工事㈱ 

クリモト・メンテナンス㈱ 

栗本バルブエンジニアリング㈱ 

クリモト・トレーディング㈱ 

ピー・エス・ティ㈱ 

栗本物流㈱ 

クリモトメック㈱ 

クリモトファイナンス㈱ 

栗本建設工業㈱ 

㈱佐世保メタル 

ヤマトガワ㈱ 

なお、㈱佐世保メタルについて

は、重要性が増加したことか

ら、当連結会計年度から連結子

会社に含めることとした。 

また、当連結会計年度において

ヤマトガワ㈱は当社持分が増加

し子会社となったため連結子会

社とした。 

当連結会計年度において連結子

会社である栗本商事㈱は、非連

結子会社の㈱ケィ・テックを吸

収合併した。 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

栗本コンクリート工業㈱ 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

栗本コンクリート工業㈱ 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

栗本コンクリート工業㈱  

(連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社は、いずれも小

規模であり、合計の総資産、

売上高、中間純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、い

ずれも中間連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないた

めである。 

(連結の範囲から除いた理由) 

同左 

(連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社は、いずれも小

規模であり、合計の総資産、

売上高、当期純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、い

ずれも連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないためで

ある。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用の関連会社の数 

―社 

持分法を適用していない非連

結子会社（栗本コンクリート

工業㈱他）及び関連会社（北

海道管材㈱他）は、それぞれ

中間連結純損益及び中間連結

利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分法

の適用範囲から除外してい

る。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用の関連会社の数 

―社 

同左 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用の関連会社の数 

 ―社 

持分法を適用していない非連

結子会社（栗本コンクリート

工業㈱他）及び関連会社（北

海道管材㈱他）は、それぞれ

連結純損益及び連結利益剰余

金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性

がないため、持分法の適用範

囲から除外している。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

連結子会社の中間決算日はい

ずれも中間連結決算日と同一

である。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

連結子会社の決算日はいずれ

も連結決算日と同一である。 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

売買目的有価証券 

時価法（売却原価は移動

平均法により算定してい

る） 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

売買目的有価証券 

同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

売買目的有価証券 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定して

いる） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定して

いる） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

② デリバティブ 

時価法 

② デリバティブ 

同左 

② デリバティブ 

同左 

③ たな卸資産 

平均法又は個別法に基づく

原価法によっている。 

③ たな卸資産 

同左 

③ たな卸資産 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

主として定額法を採用して

いる。 

取得価額10万円以上20万円

未満の少額減価償却資産に

ついては、一括償却資産と

して３年間で均等に償却す

る方法を採用している。 

なお、主な耐用年数は次の

通りである。 

建物及び構築物 ２～60年

機械装置及び 

運搬具 
２～17年

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

主として定額法を採用して

いる。 

なお、一部の連結子会社に

ついては、定率法を採用し

ている。 

取得価額10万円以上20万円

未満の少額減価償却資産に

ついては、一括償却資産と

して３年間で均等に償却す

る方法を採用している。 

なお、主な耐用年数は次の

通りである。 

建物及び構築物 ２～60年

機械装置及び 

運搬具 
２～17年

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

定額法を採用している。な

お、自社利用のソフトウェ

アについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に

基づいている。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備

え、一般債権については貸

倒実績率等により、貸倒懸

念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計

上している。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

② 賞与引当金 

従業員に対する賞与支給に

備え、賞与支給見込額を計

上している。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上している。 

また、数理計算上の差異

は、各連結会計年度の発生

時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年

数（主として10年）による

定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理すること

としている。 

③ 退職給付引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、

当連結会計年度末において

発生していると認められる

額を計上している。 

また、数理計算上の差異

は、各連結会計年度の発生

時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年

数（主として10年）による

定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理すること

としている。 

④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に

充てるため、内規に基づく

中間期末要支給額を計上し

ている。 

④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に

充てるため、内規に基づく

中間期末要支給額を計上し

ていたが、一部の連結子会

社を除き、自平成16年４月

１日至平成17年３月31日の

営業年度にかかる定時株主

総会で本総会終結の時をも

って、制度廃止に伴う打ち

切り支給議案が承認可決さ

れており、当該決議に基づ

き取締役会ならびに監査役

の協議において、役員退職

慰労金の具体的支給金額及

び支給方法等を決定した。 

 これに伴い、役員退任時

の慰労金の支給に充てるた

め、役員退職慰労引当金は

全額を取崩し、期末時点で

の未払額は流動負債のその

他（未払金）に振替計上し

ている。  

④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に

充てるため、内規に基づく

期末要支給額を計上してい

る。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっている。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理

によっている。 

 なお、特例処理の要件を満

たす金利スワップについては

特例処理によっている。 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

 金利スワップ 

ヘッジ対象 

 借入金 

② ヘッジ手段とヘッジ対象  

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

③ ヘッジ方針 

 通常業務を遂行する上で発

生する金利変動リスクを回避

する為に利用している。 

③ ヘッジ方針  

同左 

③ ヘッジ方針  

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判

定時までの期間において、ヘ

ッジ対象の相場変動とヘッジ

手段の相場とを比較し、両者

の変動額等を基礎にして判断

している。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(6）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によってい

る。 

(6）消費税等の会計処理 

同左 

(6）消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ケ月以内に償

還期限の到来する短期投資か

らなっている。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

───────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、固定

資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日）

を適用している。これにより税金

等調整前中間純損失は、 715百万

円増加している。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づき各資産の金額から直接

控除している。 

─────── 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

───────  (中間連結貸借対照表) 

１．「完成工事補償引当金」 178百万円は前中間連結

会計期間まで流動負債の「その他」に含めて表示

していたが、重要性が増加したため、当中間連結

会計期間より「その他引当金」として表示するこ

とに変更している。 

 なお、前中間連結会計期間の流動負債の「その

他」に含まれている「完成工事補償引当金」は79

百万円である。 

上記のほか、「その他引当金」には「工事損失引

当金」82百万円が含まれている。 

  ２．前中間連結会計期間まで区分掲記していた「役員

退職慰労引当金」は、当中間連結会計期間におい

て、重要性が乏しくなったため、固定負債の「そ

の他引当金」として表示することにした。 

 なお、当中間連結会計期間の「その他引当金」

（役員退職慰労引当金）は18百万円である。  

(中間連結損益計算書) 

「土地売却損」は前中間連結会計年度まで特別損

失の「その他」に含めて表示していたが特別損失

の10/100を超えたため、当中間連結会計期間より

区分掲記している。 

 なお、前中間連結会計年度の「その他」に含ま

れている「土地売却損」は131百万円である。 

(中間連結損益計算書) 

従来区分掲記していた特別損失の「投資有価証券

等評価損」は特別損失の10/100以下となったので

当中間連結会計期間より「その他」に含めて一括

表示することに変更した。 

 なお、当中間連結会計期間の「その他」に含ま

れる「投資有価証券等評価損」は69百万円であ

る。 

─────── （中間連結キャッシュ・フロー計算書）  

営業活動によるキャッシュ・フローの「有形固定

資産除却損」は、前中間連結会計期間は「その他

資産の増加（△）・減少額」に含めて表示してい

たが、金額的重要性が増したため区分掲記してい

る。 

 なお、前中間連結会計期間の「その他資産の増

加（△）・減少額」に含まれている「有形固定資

産除却損」は28百万円である。 



追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(社会保険料の計上方法) 

当中間連結会計期間より未払賞与

に対応する社会保険料負担額を営

業費用及び流動負債「未払費用」

に計上している。また、前連結会

計年度末の未払賞与に対応する社

会保険料負担額を特別損失「賞与

に係る社会保険料」に計上してい

る。 

この結果、従来と同一の方法を採

用した場合に比べ、税金等調整前

中間純損失が 159百万円増加して

いる。なお、営業損失及び経常損

失に与える影響は軽微である。 

（工事損失引当金）  

急激な原材料価格の上昇等を契機

に見積工事原価を見直した結果、

大幅な工事損失の発生が見込まれ

たため、翌期以降に発生が見込ま

れる損失見込額を引当計上してい

る。 

この結果、営業損失、経常損失及

び税金等調整前中間純損失が82百

万円増加している。 

なお、セグメント情報に与える影

響は当該箇所に記載している。 

(社会保険料の計上方法) 

当連結会計年度より未払賞与に対

応する社会保険料負担額を営業費

用及び流動負債「未払費用」に計

上している。また、前連結会計年

度末の未払賞与に対応する社会保

険料負担額を特別損失「その他」

に計上している。 

この結果、従来と同一の方法を採

用した場合に比べ、税金等調整前

当期純利益が 157百万円減少して

いる。なお、営業利益及び経常利

益に与える影響は軽微である。 

      

(外形標準課税制度) 

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平

成15年３月31日に公布され、平成

16年４月１日以後に開始する事業

年度より外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当中間連結会

計期間から「法人事業税における

外形標準課税部分の損益計算書上

の表示についての実務上の取扱

い」（平成16年２月13日 企業会

計基準委員会 実務対応報告第12

号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上している。 

この結果、販売費及び一般管理費

が 100百万円増加し、営業損失、

経常損失及び税金等調整前中間純

損失が100百万円増加している。 

  (外形標準課税制度) 

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平

成15年３月31日に公布され、平成

16年４月１日以後に開始する事業

年度より外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当連結会計年

度から「法人事業税における外形

標準課税部分の損益計算書上の表

示についての実務上の取扱い」

（平成16年２月13日 企業会計基

準委員会 実務対応報告第12号）

に従い法人事業税の付加価値割及

び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上している。 

この結果、販売費及び一般管理費

が 220百万円増加し、営業利益、

経常利益及び税金等調整前純利益

が220百万円減少している。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

 １ 保証債務 

従業員の金融機関借入金に対

する保証債務 

 １ 保証債務 

従業員の金融機関借入金に対

する保証債務 

 １ 保証債務 

従業員の金融機関借入金に対

する保証債務 

1,261 百万円 1,103 百万円 1,180 百万円

下記の会社が顧客に対する前

受金について信用保証会社か

ら保証を受けており、この前

受金保証について連結子会社

が信用保証会社に対して保証

を行っている。 

下記の会社が顧客に対する前

受金について信用保証会社か

ら保証を受けており、この前

受金保証について連結子会社

が信用保証会社に対して保証

を行っている。 

下記の会社が顧客に対する前

受金について信用保証会社か

ら保証を受けており、この前

受金保証について連結子会社

が信用保証会社に対して保証

を行っている。 

㈱ＭＡＲＩＭＯ 320百万円

㈱伊藤シヨウ 300百万円

㈱アスコット 230百万円

六国建設㈱ 200百万円

康和地所㈱ 175百万円

昭和ハウジング㈱他４社 426百万円

計 1,651百万円

㈱ＭＡＲＩＭＯ 1,500百万円

㈱タミー・コーポレ

ーション 
277百万円

作州商事㈱ 270百万円

㈱パルスクリエイト 250百万円

㈱ホームズ他８社 1,226百万円

計 3,523百万円

㈱ＭＡＲＩＭＯ 1,460百万円

㈱伊藤シヨウ 300百万円

㈱タミー・コーポレ

ーション 
277百万円

㈱パルスクリエイト 250百万円

㈱アスコット他９社 1,518百万円

計 3,805百万円

※２ 担保資産 

(1）担保に供している資産 

※２ 担保資産 

(1）担保に供している資産 

※２ 担保資産 

(1）担保に供している資産 

預金 2,579百万円

受取手形 1,745百万円

たな卸資産 3,882百万円

有形固定資産 3,880百万円

計 12,087百万円

(内工場財団分 1,674百万円)

預金 2,679百万円

受取手形 112百万円

たな卸資産 757百万円

有形固定資産 3,788百万円

計 7,338百万円

(内工場財団分 1,985百万円)

預金 2,579百万円

受取手形 1,174百万円

たな卸資産 3,717百万円

有形固定資産 3,855百万円

計 11,325百万円

(内工場財団分 1,653百万円)

(2）上記に対する債務額 (2）上記に対する債務額 (2）上記に対する債務額 

短期借入金 1,692百万円

長期借入金 3,225百万円

１年以内償還

予定社債 
150百万円

社債 1,925百万円

計 6,992百万円

(内工場財団分 780百万円)

短期借入金 923百万円

長期借入金 1,616百万円

１年以内償還

予定社債 
475百万円

社債 1,450百万円

計 4,464百万円

(内工場財団分 1,640百万円)

短期借入金 2,278百万円

長期借入金 726百万円

１年以内償還

予定社債 
150百万円

社債 1,850百万円

計 5,005百万円

(内工場財団分 660百万円)

 ３ 債権流動化のための受取手形

譲渡高     6,215百万円 

 ３ 債権流動化のための受取手形

譲渡高     5,404百万円 

 ３ 債権流動化のための受取手形

譲渡高     7,694百万円 

 ４ 手形割引高及び裏書譲渡高  ４ 手形割引高及び裏書譲渡高  ４ 手形割引高及び裏書譲渡高 

受取手形割引高 2,160百万円 

受取手形裏書譲

渡高 
4百万円 

受取手形割引高 1,693百万円 受取手形割引高 933百万円

 



前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

 ５ 当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント 

当社及び連結子会社（３社）

においては、運転資金の効率

的な調達を行うため取引銀行

15行と当座貸越契約及び貸出

コミットメント契約を締結し

ている。 

当中間連結会計期間末におけ

る当座貸越契約及び貸出コミ

ットメントに係る借入未実行

残高等は次の通りである。 

 ５ 当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント 

当社及び連結子会社（３社）

においては、運転資金の効率

的な調達を行うため取引銀行 

15行と当座貸越契約及び貸出

コミットメント契約を締結し

ている。 

当中間連結会計期間末におけ

る当座貸越契約及び貸出コミ

ットメントに係る借入未実行

残高等は次の通りである。 

 ５ 当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント 

当社及び連結子会社（３社）

においては、運転資金の効率

的な調達を行うため取引銀行 

15行と当座貸越契約及び貸出

コミットメント契約を締結し

ている。 

当連結会計年度末における当

座貸越契約及び貸出コミット

メントに係る借入未実行残高

等は次の通りである。 

当座貸越極度額及び貸出コミ

ットメントの総額 

  39,904百万円

借入実行残高 18,972百万円

差引額 20,932百万円

当座貸越極度額及び貸出コミ

ットメントの総額 

  56,712百万円

借入実行残高 31,866百万円

差引額 24,846百万円

当座貸越極度額及び貸出コミ

ットメントの総額 

  44,104百万円

借入実行残高 27,260百万円

差引額 16,844百万円



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ このうち主要なもの ※１ このうち主要なもの ※１ このうち主要なもの 

運送・荷造費 1,737百万円

給与手当 3,023百万円

賞与引当金繰入額 747百万円

退職給付引当金繰

入額 
254百万円

貸倒引当金繰入額 193百万円

運送・荷造費 2,040百万円

給与手当 3,042百万円

賞与引当金繰入額 731百万円

退職給付引当金繰

入額 
268百万円

貸倒引当金繰入額 39百万円

運送・荷造費 4,687百万円

給与手当 6,679百万円

賞与引当金繰入額 655百万円

退職給付引当金繰

入額 
585百万円

貸倒引当金繰入額 209百万円

※２ 中間連結会計期間における税

金費用について、当社と一部

の子会社では、簡便法により

計算しているため、法人税等

調整額は「法人税、住民税及

び事業税」に含めて表示して

いる。 

※２ 同左 ※２     ――― 

※３     ――― ※３ 減損損失  

当中間連結会計期間において、当

社グループは以下の資産グループ

について減損損失を計上した。 

  当社グループは、原則として継

続的に収支の把握を行っている管

理会計上の区分を考慮し資産のグ

ルーピングを行っている。 

 ただし、遊休資産については

個々の物件単位でグルーピングを

行っている。 

 地価の継続的な下落により資産

価値が大幅に下落したため、当該

資産の帳簿価額を回収可能額まで

減額し 715百万円を減損損失とし

て特別損失に計上した。 

 なお、当該資産の回収可能額

は、重要な資産については不動産

鑑定評価に基づき算定し、その他

の資産については、主に固定資産

税評価額を基礎に算定している。 

場所 用途 種類 
減損損失

(百万円) 

東京都 

あきる野市

他５件 

遊休資産 土地 712 

東京都 

あきる野市 
遊休資産 構築物 2 

 合計 715 

※３     ――― 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

１ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 22,589百万円

預入期間が３か月を 

超える定期預金等 
△1,340百万円

有価証券勘定 100百万円

現金及び現金同等物 21,348百万円

現金及び預金勘定 18,429百万円

預入期間が３か月を

超える定期預金等 
△940百万円

有価証券勘定 100百万円

現金及び現金同等物 17,589百万円

現金及び預金勘定 23,814百万円

預入期間が３か月を 

超える定期預金等 
△1,340百万円

有価証券勘定 100百万円

現金及び現金同等物 22,574百万円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

連結会計期間末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間連結会

計期間末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  
工具・器具

及び備品 
その他 合計 

取得価額 

相当額 
475百万円 304百万円 779百万円 

減価償却

累計額 

相当額 

238百万円 94百万円 332百万円 

中間連結

会計期間

末残高 

相当額 

236百万円 210百万円 447百万円 

  
工具・器具

及び備品 
その他 合計 

取得価額 

相当額 
524百万円 311百万円 836百万円

減価償却

累計額 

相当額 

282百万円 122百万円 405百万円

中間連結

会計期間

末残高 

相当額 

241百万円 189百万円 431百万円

  
工具・器具

及び備品 
その他 合計 

取得価額

相当額 
506百万円 296百万円 803百万円

減価償却

累計額相

当額 

283百万円 112百万円 396百万円

期末残高

相当額 
223百万円 183百万円 406百万円

２ 未経過リース料中間連結会計期

間末残高相当額 

２ 未経過リース料中間連結会計期

間末残高相当額 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 161百万円

１年超 285百万円

合計 447百万円

１年以内 168百万円

１年超 262百万円

合計 431百万円

１年以内 158百万円

１年超 248百万円

合計 406百万円

 （注）取得価額相当額及び未経過

リース料中間連結会計期間

末残高相当額は、中間連結

財務諸表規則第15条におい

て準用する財務諸表等規則

第８条の６第２項の規定に

基づき、支払利子込み法に

よっている。 

 （注） 同左  （注）取得価額相当額及び未経過

リース料期末残高相当額

は、連結財務諸表規則第15

条の３において準用する財

務諸表等規則第８条の６第

２項の規定に基づき、支払

利子込み法によっている。 

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

３ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 79百万円

減価償却費相当額 79百万円

支払リース料 91百万円

減価償却費相当額 91百万円

支払リース料 165百万円

減価償却費相当額 165百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってい

る。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損

失はありません。  

  



（有価証券関係） 

有価証券 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のあるものについて、減損処理を行ったものはない。 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のあるものについて、減損処理を行ったものはない。 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 9,628 17,133 7,505 

債券       

国債、社債 851 788 △62 

その他 2,143 2,057 △85 

合計 12,623 19,979 7,356 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

優先出資証券 4,000 

優先株式 1,000 

ＭＭＦ等 100 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 9,846 25,344 15,497 

債券       

国債、社債 451 453 2 

その他 1,858 1,977 119 

合計 12,156 27,775 15,619 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

優先出資証券 4,000 

優先株式 1,000 



前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

（注） 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のあるものについて、8百万円（株式8百万円）の減損処理を行

っている。 

なお、当該有価証券の減損処理については、時価下落の内的・外的要因を総合的に勘案して判断している。 

２ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

 （注） 当連結会計年度において、時価のないその他有価証券について、97百万円（株式77百万円、債券20百万円）の

減損処理を行っている。 

なお、当該有価証券の減損処理については、時価下落の内的・外的要因を総合的に勘案して判断している。 

（デリバティブ取引関係） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （注）１ 時価の算定方法 スワップ取引は取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定している。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、記載対象から除いている。 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 9,493 20,808 11,314 

債券       

国債、社債 451 425 △25 

その他 1,854 1,834 △19 

合計 11,799 23,068 11,269 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

優先出資証券 4,000 

優先株式 1,000 

対象物 
の種類 

取引の種類 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

契約額等 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円）

契約額等 
（百万円）

時価 
（百万円）

評価損益 
（百万円）

契約額等 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円）

金利 スワップ取引                   

  
受取変動・

支払固定 
1,825 △139 △139 1,825 △96 △96 1,825 △122 △122 

合計 1,825 △139 △139 1,825 △96 △96 1,825 △122 △122 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（平成16年４月１日～平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間（平成17年４月１日～平成17年９月30日） 

前連結会計年度（平成16年４月１日～平成17年３月31日） 

 

鉄鋼・鋳鋼 
製品及び 
関連製品 
（百万円） 

鋼製構造物
・機械製品
及び 
関連製品 
（百万円）

建築及び 
建築関連 
製品 

（百万円）

その他製品
（百万円）

計 
（百万円）

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高 
21,942 15,146 28,393 2,599 68,081 ― 68,081 

(2）セグメント間の内部

売上高・内部振替高 
1,039 5 366 65 1,477 (1,477) ― 

計 22,981 15,152 28,759 2,665 69,559 (1,477) 68,081 

営業費用 23,605 17,081 29,131 2,925 72,744 (1,557) 71,187 

営業利益又は営業損失(△) △624 △1,929 △371 △260 △3,185 79 △3,106 

 
鉄鋼・鋳鋼 
関連事業 
（百万円） 

鋼製構造物
・機械 
関連事業 
（百万円）

建築及び 
建築関連 
事業 

（百万円）

その他事業
（百万円）

計 
（百万円）

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高 
19,475 17,363 26,587 2,760 66,188 ― 66,188 

(2）セグメント間の内部

売上高・内部振替高 
1,306 7 485 119 1,919 (1,919) ― 

計 20,781 17,371 27,073 2,880 68,107 (1,919) 66,188 

営業費用 20,914 20,897 27,331 3,026 72,169 (1,828) 70,341 

営業利益又は営業損失(△) △132 △3,525 △257 △146 △4,061 △91 △4,153 

 
鉄鋼・鋳鋼 
関連事業 
（百万円） 

鋼製構造物
・機械 
関連事業 
（百万円）

建築及び 
建築関連 
事業 

（百万円）

その他事業
（百万円）

計 
（百万円）

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する 

売上高 
52,275 46,774 62,747 7,293 169,091 ― 169,091 

(2）セグメント間の内部

売上高・内部振替高 
2,105 172 1,002 239 3,520 (3,520) ― 

計 54,381 46,946 63,749 7,533 172,611 (3,520) 169,091 

営業費用 53,718 46,726 62,881 7,377 170,703 (3,426) 167,277 

営業利益又は営業損失(△) 663 220 868 155 1,907 △94 1,813 



 （注）１ 事業区分は、製造方法・製造過程の類似性により区分している。 

２ 各事業の主な製品 

(1）鉄鋼・鋳鋼関連事業 

ダクタイル鉄管及び付属品、各種調整弁、特殊鋳鉄及び鋳鋼、各種水道工事、土木工事の調査・設計・施

工 

(2）鋼製構造物・機械関連事業 

橋梁、水門、水管橋、各種産業機械及びプラント、粗大ごみ処理施設、各種プレス 

(3）建築及び建築関連事業 

建築、各種ダクト 

(4）その他事業 

各種FRC製品、ポリコンFRP管、各種合成樹脂成型品 

３ 追加情報  

当中間連結会計期間（平成17年４月１日～平成17年９月30日） 

（工事損失引当金）  

 急激な原材料価格の上昇等を契機に見積工事原価を見直した結果、大幅な工事損失の発生が見込まれた

ため、翌期以降に発生が見込まれる損失見込額を引当計上した。 

 この結果、鋼製構造物・機械関連事業において営業費用が82百万円増加し、営業損失が82百万円増加し

ている。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（平成16年４月１日～平成16年９月30日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省

略している。 

当中間連結会計期間（平成17年４月１日～平成17年９月30日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省

略している。 

前連結会計年度（平成16年４月１日～平成17年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省

略している。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（平成16年４月１日～平成16年９月30日） 

 海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

当中間連結会計期間（平成17年４月１日～平成17年９月30日） 

 海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

前連結会計年度（平成16年４月１日～平成17年３月31日） 

 海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 



（１株当たり情報） 

（注） １株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎 

（重要な後発事象） 

該当事項なし。 

(2）【その他】 

①当社の水道用ダクタイル鋳鉄管直管の営業の一部について、当社従業員の行為が独占禁止法に違反するとして、平成

11年12月に公正取引委員会から課徴金の納付命令を受けたが、その算定方法について平成12年１月に審判手続きの開

始を請求し、現在審判中である。 

②当社の鋼橋上部工事の入札に関して、独占禁止法に違反するとして、平成17年６月に当社及び当社従業員１名が東京

高等裁判所に起訴され、９月には排除勧告を受け応諾した。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 659円41銭

１株当たり中間純損失 

金額 
6円83銭

１株当たり純資産額 679円63銭

１株当たり中間純損失 

金額 
23円28銭

１株当たり純資産額 684円94銭

１株当たり当期純利益 

金額 
7円95銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、１株当たり中

間純損失金額を計上しているため、記

載していない。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載していない。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載していない。 

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益（百万円） ― ― 1,013 

中間(当期)純損失（百万円） 865 2,994 ― 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― ― 

普通株式に係る中間(当期)純利益 

（百万円） 
― ― 1,013 

普通株式に係る中間(当期)純損失 

（百万円） 
865 2,994 ― 

普通株式の期中平均株式数（株） 126,742,943 128,642,552 127,535,670 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額の算定に含まれなかった潜在株式

の概要 

転換社債 

潜在株式の数 

3,438,648株 

  

  

――― 

  

  

――― 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１ 現金及び預金   11,450     8,885     13,329     

２ 受取手形   4,268     3,760     3,625     

３ 売掛金   15,123     22,371     27,262     

４ 有価証券   100     100     100     

５ たな卸資産   22,705     19,507     18,058     

６ その他   3,682     6,502     3,648     

貸倒引当金   △175     △177     △243     

流動資産合計     57,155 37.6   60,949 38.3   65,781 40.7 

Ⅱ 固定資産                     

１ 有形固定資産 ※２                   

(1）建物 ※１ 8,352     7,490     8,661     

(2）機械及び装置 ※１ 8,738     7,945     8,484     

(3）土地   25,378     24,492     25,578     

(4）その他 ※１ 2,545     2,527     2,411     

有形固定資産合計   45,015     42,455     45,135     

２ 無形固定資産   257     302     243     

３ 投資その他の資産                     

(1）投資有価証券   41,292     50,031     44,767     

(2）その他   10,156     7,295     7,630     

貸倒引当金   △1,904     △1,867     △1,889     

投資その他の資産合計   49,544     55,458     50,508     

固定資産合計     94,818 62.4   98,216 61.7   95,886 59.3 

資産合計     151,973 100.0   159,166 100.0   161,668 100.0 

                      

 



    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１ 支払手形   4,314     4,229     4,593     

２ 買掛金   12,760     13,554     17,876     

３ 短期借入金 ※２ 6,823     17,398     12,573     

４ １年以内償還予
定社債 

  5,148     ―     ―     

５ 未払法人税等   94     85     263     

６ 前受金   7,011     5,899     4,818     

７ 賞与引当金   1,120     1,100     1,110     

８ 工事損失引当金   ―     82     ―     

９ その他 ※５ 3,549     4,150     5,788     

流動負債合計     40,823 26.9   46,500 29.2   47,023 29.1 

Ⅱ 固定負債                     

１ 長期借入金 ※２ 11,809     9,216     11,208     

２ 退職給付引当金   3,893     4,018     3,986     

３ 役員退職慰労引
当金 

  138     ―     159     

固定負債合計     15,840 10.4   13,235 8.3   15,353 9.5 

負債合計     56,663 37.3   59,735 37.5   62,376 38.6 

(資本の部)                     

Ⅰ 資本金     31,186 20.5   31,186 19.6   31,186 19.3 

Ⅱ 資本剰余金                     

１ 資本準備金   28,743     28,743     28,743     

２ 自己株式処分差益   ―     117     117     

資本剰余金合計     28,743 18.9   28,861 18.1   28,861 17.8 

Ⅲ 利益剰余金                     

１ 利益準備金   25     25     25     

２ 任意積立金   31,585     32,146     31,585     

３ 中間（当期）未
処分利益 

  755     ―     2,006     

４ 中間未処理損失    ―     940     ―     

利益剰余金合計     32,365 21.3   31,230 19.6   33,616 20.8 

Ⅳ その他有価証券評
価差額金 

    4,344 2.9   9,140 5.8   6,611 4.1 

Ⅴ 自己株式     △1,330 △0.9   △986 △0.6   △983 △0.6 

資本合計     95,309 62.7   99,431 62.5   99,292 61.4 

負債・資本合計     151,973 100.0   159,166 100.0   161,668 100.0 

                      



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     32,353 100.0 33,890 100.0   86,639 100.0 

Ⅱ 売上原価     26,385 81.5 29,603 87.4   69,565 80.3

売上総利益     5,968 18.5 4,286 12.6   17,073 19.7

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

    8,303 25.7 7,764 22.9   16,694 19.3

営業利益     ― ― ― ―   379 0.4

営業損失     2,334 7.2 3,477 10.3   ― ―

Ⅳ 営業外収益 ※１   713 2.2 805 2.4   1,745 2.0

Ⅴ 営業外費用 ※２   577 1.8 549 1.6   1,216 1.4

経常利益     ― ― ― ―   908 1.0

経常損失     2,198 6.8 3,221 9.5   ― ―

Ⅵ 特別利益 ※４   2,215 6.9 1,984 5.9   2,236 2.6

Ⅶ 特別損失 ※5.7   278 0.9 2,095 6.2   943 1.1

税引前中間純損失     261 0.8 3,332 9.8   ― ―

税引前当期純利益     ― ― ― ―   2,201 2.5

法人税、住民税及
び事業税 

※３ △238  △1,203 49   

法人税等調整額   ― △238 △0.7 ― △1,203 △3.5 671 720 0.8

中間純損失     23 0.1 2,129 6.3   ― ―

当期純利益     ― ― ― ―   1,481 1.7

前期繰越利益     778 1,188   778 

中間配当額     ― ―   253 

中間（当期）未処
分利益 

    755 ―   2,006 

中間未処理損失      ― 940   ― 

           



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会

社株式 

移動平均法による原

価法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会

社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会

社株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定し

ている。) 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定し

ている。) 

  時価のないもの 

移動平均法による原

価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）たな卸資産 

製品・仕掛品(半成工事

を含む) 

総平均法又は個別法

による原価法 

(2）たな卸資産 

同左 

(2）たな卸資産 

同左 

 原材料・貯蔵品 

移動平均法による原

価法 

    

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1）有形固定資産 

定額法を採用している。

取得価額10万円以上20

万円未満の少額減価償

却資産については一括

償却資産として３年間

で均等に償却する方法

を採用している。 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

  なお、主な耐用年数は

次の通りである。 

建物 ３～50年

構築物 ２～60年

機械及び装置 ２～17年

    

  (2）無形固定資産 

定額法を採用している。

なお、自社利用のソフ

トウェアについては、

社内における利用可能

期間(５年)に基づいて

いる。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒による損失

に備え、一般債権につ

いては貸倒実績率等に

より、貸倒懸念債権等

特定の債権については

個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額

を計上している。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

従業員に対する賞与支

給に備え、賞与支給見

込額を計上している。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会

計期間末において発生

していると認められる

額を計上している。 

また、数理計算上の差

異は、各事業年度の発

生時における従業員の

平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）

による定額法により按

分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費

用処理することとして

いる。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき、当事業年

度末において発生して

いると認められる額を

計上している。 

また、数理計算上の差

異は、各事業年度の発

生時における従業員の

平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）

による定額法により按

分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費

用処理することとして

いる。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支

給に充てるため、内規

に基づく中間期末要支

給額を計上している。 

(4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支

給に充てるため、内規

に基づく中間期末要支

給額を計上していた

が、平成17年６月29日

開催の 第109回定時株

主総会で、本総会終結

の時をもって、制度廃

止に伴う打ち切り支給

議案が承認可決されて

おり、当該決議に基づ

き取締役会ならびに監

査役の協議において、

役員退職慰労金の具体

的支給金額及び支給方

法等を決定した。 

これに伴い、役員退

任時の慰労金の支給に

充てるため、役員退職

慰労引当金は全額を取

崩し、期末時点での未

払額は流動負債のその

他（未払金）に振替計

上している。 

(4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支

給に充てるため、内規

に基づく期末要支給額

を計上している。 

  (5） ─── (5）工事損失引当金 

受注工事の損失に備え

るため、手持受注工事

のうち当中間会計期間

末において大幅な損失

の発生が確実視され、

かつ、その金額を合理

的に見積もることがで

きる工事については、

翌期以降に発生が見込

まれる損失見込額を引

当計上している。 

(5） ─── 

４ リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってい

る。 

同左 同左 

５ その他中間財務諸

表（財務諸表）作

成のための基本と

なる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の

会計処理については税抜

方式によっている。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

─────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日）を適用

している。これにより税引前中間

純損失は、709百万円増加してい

る。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則

に基づき各資産の金額から直接控

除している。 

─────── 

      



追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(社会保険料の計上方法) 

当中間会計期間より未払賞与に対

応する社会保険料負担額を営業費

用及び流動負債「その他」に計上

している。また、前事業年度末の

未払賞与に対応する社会保険料負

担額を特別損失「賞与に係る社会

保険料」に計上している。 

この結果、従来と同一の方法を採

用した場合に比べ、税引前中間純

損失が 124百万円減少している。

なお、営業損失及び経常損失に与

える影響は軽微である。 

（工事損失引当金）  

急激な原材料価格の上昇等を契機

に見積工事原価を見直した結果、

大幅な工事損失の発生が見込まれ

たため、翌期以降に発生が見込ま

れる損失見込額を引当計上した。 

 この結果、営業損失、経常損失

及び税引前中間純損失が82百万円

増加している。 

(社会保険料の計上方法) 

当事業年度より未払賞与に対応す

る社会保険料負担額を営業費用及

び流動負債「未払費用」に計上し

ている。また、前事業年度末の未

払賞与に対応する社会保険料負担

額を特別損失「賞与に係る社会保

険料」に計上している。 

この結果、従来と同一の方法を採

用した場合に比べ、税引前当期純

利益が 121百万円減少している。

なお、営業利益及び経常利益に与

える影響は軽微である。 

      

(外形標準課税制度) 

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平

成15年３月31日に公布され、平成

16年４月１日以後に開始する事業

年度より外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当中間会計期

間から「法人事業税における外形

標準課税部分の損益計算書上の表

示についての実務上の取扱い」

（平成16年２月13日 企業会計基

準委員会 実務対応報告第12号）

に従い法人事業税の付加価値割及

び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上している。 

この結果、販売費及び一般管理費

が94百万円増加し、営業損失、経

常損失及び税引前中間純損失が94

百万円増加している。 

  (外形標準課税制度) 

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平

成15年３月31日に公布され、平成

16年４月１日以後に開始する事業

年度より外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当中間会計期

間から「法人事業税における外形

標準課税部分の損益計算書上の表

示についての実務上の取扱い」

（平成16年２月13日 企業会計基

準委員会 実務対応報告第12号）

に従い法人事業税の付加価値割及

び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上している。 

この結果、販売費及び一般管理費

が204百万円増加し、営業利益、

経常利益及び税引前当期純利益が

204百万円減少している。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

  

 62,791百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

  

 61,336百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

  

 63,161百万円

※２ 担保資産 

(1) 担保に供している資産  

有形固定資産 1,674百万円  

(帳簿価格)  

(内工場財団分 1,674百万円) 

※２ 担保資産 

(1) 担保に供している資産  

有形固定資産 1,985百万円  

(帳簿価格)  

(内工場財団分 1,985百万円) 

※２ 担保資産 

(1) 担保に供している資産  

有形固定資産 1,653百万円  

(帳簿価格)  

(内工場財団分 1,653百万円) 

(2) 上記に対する債務額 

  

短期借入金 240百万円  

長期借入金 540百万円  

(内工場財団分 780百万円) 

(2) 上記に対する債務額 

  

短期借入金 240百万円  

長期借入金 1,400百万円  

(内工場財団分 1,640百万円) 

(2) 上記に対する債務額 

  

短期借入金 240百万円  

長期借入金 420百万円  

(内工場財団分 660百万円) 

 ３ 保証債務 

従業員(住宅資金)の金融機関

借入金に対する保証債務 

1,261百万円 

連結子会社(クリモトファイナ

ンス㈱)の金融機関借入金に対

する保証債務 

12,790百万円 

  

 ３ 保証債務 

従業員(住宅資金)の金融機関

借入金に対する保証債務 

1,103百万円 

連結子会社(クリモトファイナ

ンス㈱)の金融機関借入金に対

する保証債務 

16,290百万円 

  

 ３ 保証債務 

従業員(住宅資金)の金融機関

借入金に対する保証債務 

1,180百万円 

連結子会社(クリモトファイナ

ンス㈱)の金融機関借入金に対

する保証債務 

15,990百万円 

  

 ４ 債権流動化のための受取手形

譲渡高    6,215百万円 

  

 ４ 債権流動化のための受取手形

譲渡高     5,404百万円 

  

 ４ 債権流動化のための受取手形

譲渡高     7,694百万円 

  

※５ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

その他に含めて表示してい

る。 

※５ 消費税等の取扱い 

同左 

※５     ――― 

      

 ６ 当座貸越契約及び貸出コミット

メント 

当社においては、運転資金の効

率的な調達を行うため取引銀行

14行と当座貸越契約及び貸出コ

ミットメント契約を締結してい

る。  

当中間会計期間末における当座

貸越契約及び貸出コミットメン

トに係る借入未実行残高等は次

の通りである。  

  

当座貸越極度額及び貸出コミ

ットメントの総額 

  20,550百万円

借入実行残高 3,060百万円

差引額 17,490百万円

 ６ 当座貸越契約及び貸出コミット

メント 

当社においては、運転資金の効

率的な調達を行うため取引銀行

14行と当座貸越契約及び貸出コ

ミットメント契約を締結してい

る。  

当中間会計期間末における当座

貸越契約及び貸出コミットメン

トに係る借入未実行残高等は次

の通りである。  

  

当座貸越極度額及び貸出コミ

ットメントの総額 

  37,250百万円

借入実行残高 13,370百万円

差引額 23,880百万円

 ６ 当座貸越契約及び貸出コミット

メント 

当社においては、運転資金の効

率的な調達を行うため取引銀行

14行と当座貸越契約及び貸出コ

ミットメント契約を締結してい

る。  

当事業年度末における当座貸越

契約及び貸出コミットメントに

係る借入未実行残高等は次の通

りである。 

  

当座貸越極度額及び貸出コミ

ットメントの総額 

  23,750百万円

借入実行残高 8,500百万円

差引額 15,250百万円



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取配当金 202百万円

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取配当金 290百万円

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取配当金 729百万円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 170百万円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 124百万円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 316百万円

※３ 法人税、住民税及び事業税 

中間会計期間に係る法人税、住民

税及び事業税と税効果会計（簡便

法）の適用による調整額は一括し

て記載している。 

※３ 法人税、住民税及び事業税 

同左 

※３     ――― 

※４ 特別利益のうち主要なもの 

土地売却益 412百万円

退職給付信託設定益 1,556百万円

投資有価証券売却益 212百万円

※４ 特別利益のうち主要なもの 

土地売却益 1,340百万円

投資有価証券売却益 572百万円

※４ 特別利益のうち主要なもの 

土地売却益 412百万円

退職給付信託設定益 1,556百万円

投資有価証券売却益 267百万円

※５ 特別損失のうち主要なもの 

投資有価証券等評価損 65百万円

賞与に係る社会保険料 129百万円

※５ 特別損失のうち主要なもの 

減損損失 709百万円

固定資産処分損 1,307百万円

※５ 特別損失のうち主要なもの 

事業再編損失 536百万円

投資有価証券等評価損 105百万円

賞与に係る社会保険料 129百万円

 ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 983百万円

無形固定資産 44百万円

 ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 893百万円

無形固定資産 44百万円

 ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,981百万円

無形固定資産 91百万円

※７     ――― ※７ 減損損失  

当中間会計期間において、当社は

以下の資産グループについて減損

損失を計上した。 

 当社は、原則として継続的に収

支の把握を行っている管理会計上

の区分を考慮し資産のグルーピン

グを行っている。 

 ただし、遊休資産については

個々の物件単位でグルーピングを

行っている。 

 地価の継続的な下落により資産

価値が大幅に下落したため、当該

資産の帳簿価額を回収可能額まで

減額し 709百万円を減損損失とし

て特別損失に計上した。 

 なお、当該資産の回収可能額

は、重要な資産については不動産

鑑定評価に基づき算定し、その他

の資産については、主に固定資産

税評価額を基礎に算定している。 

場所 用途 種類 
減損損失

(百万円) 

東京都 

あきる野市

他４件 

遊休資産 土地 706 

東京都あき

る野市 
遊休資産 構築物 2 

 合計 709 

※７     ――― 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

会計期間末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間会計期

間末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  
工具・器具
及び備品 

その他 合計

取得価額 

相当額 
199百万円 102百万円 302百万円 

減価償却 

累計額 

相当額 

126百万円 58百万円 184百万円 

中間会計 

期間末残 

高相当額 

73百万円 44百万円 118百万円 

  
工具・器具
及び備品 

その他 合計

取得価額 

相当額 
167百万円 83百万円 250百万円

減価償却 

累計額 

相当額 

120百万円 42百万円 162百万円

中間会計 

期間末残 

高相当額 

46百万円 41百万円 87百万円

工具・器具
及び備品 

その他 合計

取得価額

相当額 
209百万円 94百万円 304百万円

減価償却

累計額 

相当額 

144百万円 56百万円 200百万円

期末残高

相当額 
65百万円 38百万円 103百万円

２ 未経過リース料中間会計期間末

残高相当額 

２ 未経過リース料中間会計期間末

残高相当額 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 57百万円

１年超 60百万円

合計 118百万円

１年以内 40百万円

１年超 47百万円

合計 87百万円

１年以内 51百万円

１年超 52百万円

合計 103百万円

 （注）取得価額相当額及び未経過

リース料中間会計期間末残

高相当額は、中間財務諸表

等規則第５条の３において

準用する財務諸表等規則第

８条の６第２項の規定に基

づき、支払利子込み法によ

り算定している。 

 （注） 同左  （注）取得価額相当額及び未経過

リース料期末残高相当額

は、財務諸表等規則第８条

の６第２項の規定に基づ

き、支払利子込み法によっ

ている。 

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

３ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 31百万円

減価償却費相当額 31百万円

支払リース料 27百万円

減価償却費相当額 27百万円

支払リース料 63百万円

減価償却費相当額 63百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ている。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

   （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はありません。 

  



（有価証券関係） 

 前中間会計期間末、当中間会計期間末及び前事業年度末のいずれにおいても、子会社株式及び関連会社株式で時価の

あるものはない。 

（１株当たり情報）  

中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略している。 

（重要な後発事象） 

該当事項なし。 



(2）【その他】 

 平成17年11月18日開催の取締役会において、当期中間配当金に関し、次の通り決議した。 

（訴訟） 

①当社の水道用ダクタイル鋳鉄管直管の営業の一部について、当社従業員の行為が独占禁止法に違反するとして、

平成11年12月に公正取引委員会から課徴金の納付命令を受けたが、その算定方法について平成12年１月に審判手

続きの開始を請求し、現在審判中である。 

②当社の鋼橋上部工事の入札に関して、独占禁止法に違反するとして、平成17年６月に当社及び当社従業員１名が

東京高等裁判所に起訴され、９月には排除勧告を受け応諾した。 

(1）中間配当による配当金の総額 257百万円

(2）１株当たりの金額  2円00銭



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

(1) 

  

有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

（第109期） 

自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日 
  

平成17年６月30日 

関東財務局長に提出。 

(2) 

  

訂正発行登録書  

  

  

  

  

  
  

平成17年６月30日 

関東財務局長に提出。 

(3) 

  

有価証券報告書の 

訂正報告書 

事業年度  

（第105期）  

自 平成12年４月１日 

至 平成13年３月31日 
  

平成17年９月16日 

関東財務局長に提出。 

(4) 

  

有価証券報告書の 

訂正報告書 

事業年度  

（第106期）  

自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日 
  

平成17年９月16日 

関東財務局長に提出。 

(5) 

  

有価証券報告書の 

訂正報告書 

事業年度  

（第107期）  

自 平成14年４月１日 

至 平成15年３月31日 
  

平成17年９月16日 

関東財務局長に提出。 

(6) 

  

有価証券報告書の 

訂正報告書 

事業年度  

（第108期）  

自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日 
  

平成17年９月16日 

関東財務局長に提出。 

(7) 

  

有価証券報告書の 

訂正報告書 

事業年度  

（第109期）  

自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日 
  

平成17年９月16日 

関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項なし。 



独立監査人の中間監査報告書 

        

    平成16年12月20日   

株式会社栗本鐵工所       

  取締役会 御中   

  ナニワ監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 道幸 靜児  ㊞ 

  業務執行社員   公認会計士 平井 文彦  ㊞ 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社栗本鐵工所の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年４月１日から

平成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余

金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社栗本鐵工所及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態ならびに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表に

添付する形で別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

        

    平成17年12月22日   

株式会社栗本鐵工所       

  取締役会 御中   

  ナニワ監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 道幸 靜児  ㊞ 

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 平井 文彦  ㊞ 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社栗本鐵工所の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余

金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社栗本鐵工所及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態ならびに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期間から固定資

産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表に

添付する形で別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

        

    平成16年12月20日   

株式会社栗本鐵工所       

  取締役会 御中   

  ナニワ監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 道幸 靜児  ㊞ 

  業務執行社員   公認会計士 平井 文彦  ㊞ 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社栗本鐵工所の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第109期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日から

平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社栗本鐵工所の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４月１日

から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添付

する形で別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

        

    平成17年12月22日   

株式会社栗本鐵工所       

  取締役会 御中   

  ナニワ監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 道幸 靜児  ㊞ 

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 平井 文彦  ㊞ 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社栗本鐵工所の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第110期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社栗本鐵工所の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の減損

に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添付

する形で別途保管している。 
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